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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 16,596 △1.7 622 83.0 497 131.3 221 ―

21年3月期 16,891 △1.1 340 5.0 215 65.0 13 △87.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 13.21 ― 5.1 3.3 3.7
21年3月期 0.51 ― 0.3 1.3 2.0

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 15,062 5,146 28.7 274.96
21年3月期 15,321 4,838 26.4 248.47

（参考） 自己資本   22年3月期  4,327百万円 21年3月期  4,044百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 910 △426 △364 1,217
21年3月期 785 △901 49 1,080

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00 84 980.4 1.9
22年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00 80 37.9 1.9

23年3月期 
（予想）

― 2.50 ― 2.50 5.00 32.3

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

8,500 0.7 350 4.9 280 7.1 150 9.2 9.33

通期 17,000 2.4 600 △3.5 450 △9.4 250 12.9 15.50



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注）詳細は、16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 17,768,203株 21年3月期 17,768,203株

② 期末自己株式数 22年3月期  2,029,906株 21年3月期  1,493,475株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 14,050 △2.1 123 ― 264 292.9 174 ―

21年3月期 14,353 0.7 6 ― 67 ― △23 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 10.73 ―

21年3月期 △1.32 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 13,623 4,386 32.2 278.67
21年3月期 13,970 4,170 29.8 256.20

（参考） 自己資本 22年3月期  4,386百万円 21年3月期  4,170百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載いたしました予想は、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 
経済情勢・市場環境等の著しい変動により、予想数値と異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の３ページを参照してく
ださい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

7,200 △1.6 130 △2.9 100 △1.2 60 7.4 3.81

通期 14,500 3.2 200 62.8 300 13.5 180 3.7 11.44



(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、円高局面に際し輸出産業を中心に停滞感も見られまし

たが、国内外の金融政策・経済対策効果もあって、緩やかな回復基調で推移いたしました。しかし

ながら一方で、厳しい雇用・所得環境から消費者の生活防衛意識は強まり、日用品や食料品といっ

た生活必需品に対する低価格志向が続く中、デフレ長期化の様相が一段と鮮明になってまいりまし

た。 

  
 パッケージ業界におきましても、個人消費の冷え込みによる包材需要の低下が、顧客獲得をめぐ

っての受注競争を激化させるなど極めて厳しい経営環境が続いております。 
  
このような中、当社グループは、包装を通じて社会に奉仕することを基本姿勢とし、お客様のニ

ーズに応えるべく商品企画および技術開発の向上に努め、積極的な営業活動を進めてまいりまし

た。特にアジア地域での受注が堅調に推移しております。また、事業プロセスの改善を進める中、

徹底したロス削減を主体としたコストダウンに取り組んでまいりました。 
  
その結果、売上高は16,596百万円（対前期比1.7％減）、営業利益は622百万円（対前期比83.0％

増）、経常利益は497百万円（対前期比 131.3％増）、当期純利益は221百万円（対前期比

1,634.3％増）となりました。 

  

② 次期の見通し 

 国内景気は、内需を中心とした自律的回復が切望されるものの、依然その足取りは重く、エコ

ポイントなどの政府による財政出動と米国や新興国向けの輸出に依存する構造は当面続くものと予

想されます。 
  
 そうした先行き不透明な状況の中、当社グループといたしましては、より一層経営の効率化を

進め、筋肉質の経営体質を確かなものにするべく徹底した経営基盤の強化に努めてまいります。 

 次期の業績予想といたしましては、連結売上高17,000百万円、連結営業利益600百万円、連結経

常利益450百万円、連結当期純利益につきましては、250百万円を見込んでおります。 

   

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況  

 当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べ259百万円減少し、15,062百

万円となりました。これは、流動資産が298百万円減少したこと等によるものであります。 

 負債につきましては、前連結会計年度末に比べ567百万円減少し、9,916百万円となりました。こ

れは、支払手形及び買掛金の減少等によるものであります。 

 純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ、308百万円増加し、5,146百万円となりまし

た。 

１．経営成績



② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業収入が引き続

き堅調であったことにより前連結会計年度に比べ137百万円（対前期比12.7％増）増加し、当連結

会計年度末残高は1,217百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度において営業活動による資金の増加は、910百万円となりました。これは、税金

等調整前当期純利益497百万円および減価償却費661百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度において投資活動による資金の減少は、426百万円となりました。これは、主に

有形固定資産の取得による支出465百万円を行ったこと等によるものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度において財務活動による資金の減少は、364百万円となりました。これは、長期

借入金の返済等によるものであります。  

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は下記のとおりであります。 

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産   

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー   

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

   

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要課題の一つとして位置づけており、利益配

分につきましては経営環境や業績動向等を勘案し、長期安定的にかつ業績に対応した配当を実施

したいと考えております。内部留保金につきましては、経営基盤の安定と充実に努めるととも

に、新規事業分野等に、あるいは経営体質の改善のための投資に活用する所存であります。ま

た、自己株式の取得につきましては、株主還元策の一環として機動的に資本政策を遂行するた

め、財務状況や株価水準等を勘案しながら適宜実施してまいります。 

 この方針にもとづき、期末配当は１株当たり２円50銭を予定しております。これにより、当期

の配当は、中間配当の２円50銭と合わせて年間５円となります。また、次期の配当につきまして

は、１株当たり中間２円50銭、期末２円50銭、年間５円の配当を予定しております。  

  平成21年３月期 平成22年３月期 

自己資本比率（％）  26.4  28.7

時価ベースの自己資本比率（％）  11.8  14.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  6.1  5.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  9.1  11.0



 当社の企業集団は、当社、連結子会社６社および関連会社１社で構成され、印刷紙器およびプラ

スチック包材の製造・販売を主な内容とした事業活動を展開しております。  

 また、当社の企業集団は、同種・同系列のパッケージを専ら製造・販売しているので、事業の種類

別セグメント情報は記載しておりませんが、事業内容を区分すると次のとおりであります。  

  

 印刷紙器関連           

 当社が製造・販売するほか、連結子会社台湾古林股份有限公司、上海古林国際印務有限公司および

古林紙工（上海）有限公司においても製造・販売しており、また一部の作業工程については、連結子

会社複合工業株式会社および古林包装材料製造（上海）有限公司に製造を委託しております。 

  

 プラスチック包材関連 

 当社が製造・販売するほか、連結子会社ライニングコンテナー株式会社に製造を委託しておりま

す。 

  

なお、関連会社金剛運送株式会社には、当社製品等の運送の一部を委託しております。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。  

  

 
  

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、「私たちは、包装を通じて社会に奉仕します。優秀な製品・確実な納品・適正な価

格」の社是の下で、各界を代表するお客様にご愛顧を賜りながら創業の昭和９年から70年余、今

日まで発展し続けています。洗剤、菓子、食品、日用品といった生活物資について、店頭での顔

となるパッケージの製造・販売を主力事業としています。包装業界の中では初めて印刷・打抜・

貼りの一貫加工を開始し、昭和30年代には、自動打抜機の導入に続き、印刷と打抜を１台で加工

できるグラビア輪転印刷打抜機「ボブストチャンプレン」を日本で初めて導入し、紙器分野で規

格大量生産の礎を築きました。板紙紙器の先進地域であるヨーロッパを中心に、技術提携や技術

情報連携をし、今日も継続して、先進的な技術情報を取得しております。この外にも、日本初の

革新的な各種設備機器の開発・導入により、特殊印刷業界という全く新しい業界分野を開拓して

まいりました。容器の業界におきましても、ＰＥＴ樹脂の食品容器への活用をはじめ、今日も、

素材およびその用途開発における開拓者として事業を展開しております。 

 海外展開に関しましては昭和63年の台湾を皮切りに、平成４年以降、上海に３社を展開してお

ります。洗剤カートン、薬品カートン、牛乳カートン等の受注・製造を中心に、経済発展目覚し

いアジア地域で事業を展開しております。国内では、大阪、横浜、兵庫の主力３工場におきまし

て、平成８年から11年の間に、各工場でＴＰＭ（日本プラントメンテナンス協会が提唱する改善

活動で“災害ゼロ・不良ゼロ・故障ゼロ”などあらゆるロスを未然防止する仕組み）に取組み優

秀賞を受賞しております。これはバブル崩壊以降低迷してきた国内市場にコストダウンで打克つ

行動変革に取組んだ所産です。同じく平成11年にはＩＳＯ９００１を認証取得し、その後も継続

して、お客様満足の最大化に向けた経営の仕組みづくりとその改善に取組んでおります。また、

環境問題に関しましては、当社が使用する主原料は古紙をリサイクルした白板紙である上に、加

工設備の改造または新規導入時にはＣＯ２排出量の削減を考慮した環境対応を進めており、平成

16年にはＩＳＯ１４００１を認証取得いたしました。これは、社内で発生する環境負荷のみなら

ず、当社が提供する商品自体が持つ環境負荷の低減に関しましても、環境対応型パッケージとし

て紙器構造の省資源化提案等を通じて取組んできた活動の結果です。 

 昭和37年に大証２部に上場し、その７年後、当社は前述の社是を制定しました。これを実践す

るべくお客様のニーズを汲み取り何処にも出来ないようなものを開発し、お約束したことは必ず

守るという信念で事業活動に取組んでおります。単に利益を求めるのみではなく、「包装を通じ

て社会に奉仕する」ことを愚直に追い求め、先進的な取組みにより包装分野を開拓し続け消費文

化に貢献する事業会社として今後も邁進してまいります。  

３．経営方針



(2）中長期的な会社の経営戦略および会社の対処すべき課題 

① 技術開発力の強化 

 板紙紙器の製造設備や加工方法に関する当社固有技術ならびに開発力、海外での技術情報、樹脂

と板紙の融合技術、包装機械の設計・開発力を駆使し、ニーズに即応した新製品および競合他社と

差別化した高品質かつ高機能、低コストの製品をすばやく提供してまいります。  

② 営業体制の強化 

 お客様のニーズを的確に把握するため、営業組織体制をお客様の市場別に編成しております。さ

らに、個々の営業部員のスキルアップ、セールスエンジニア化への取組みを進めてまいります。こ

れをサポートするべく、ＩＴを活用してお客様ごとまたは製品ごとのご要望をデータベース化し、

その後方支援部隊との連携をとり、迅速かつ適切な対応を徹底します。 

③ 戦略分野の開拓 

 板紙紙器や紙器と容器との複合パッケージにおけるニッチ分野への特化を進め、当社の強みに合

致した成長の基盤を拡充してまいります。 

④ 生産能力の拡大 

 生産面での瞬発力を高めるべく、相互扶助的な協力先のネットワークを拡充して、供給能力の強

化を図ってまいります。  

⑤ 内部統制システムの確立と業務管理運営体制の強化 

 いわゆる日本版ＳＯＸ法対応のための内部統制システムを構築いたしました。  

  



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,397 1,472

受取手形及び売掛金 4,158 3,879

商品及び製品 867 743

仕掛品 335 319

原材料及び貯蔵品 401 327

繰延税金資産 66 76

その他 165 277

貸倒引当金 △8 △11

流動資産合計 7,380 7,082

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1, ※2  1,258 ※1, ※2  1,182

機械装置及び運搬具（純額） ※1, ※2  2,290 ※1, ※2  2,039

土地 ※2  1,689 ※2  1,689

建設仮勘定 227 447

その他（純額） ※1, ※2  143 ※1, ※2  126

有形固定資産合計 5,607 5,482

無形固定資産 83 80

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2, ※3  1,365 ※2, ※3  1,583

繰延税金資産 582 509

その他 320 344

貸倒引当金 △16 △17

投資その他の資産合計 2,251 2,419

固定資産合計 7,941 7,980

資産合計 15,321 15,062



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,131 3,649

短期借入金 ※2  1,455 ※2  1,978

1年内返済予定の長期借入金 ※2  1,141 ※2  824

1年内償還予定の社債 － 300

未払法人税等 52 93

未払金 517 517

賞与引当金 84 122

その他 249 310

流動負債合計 7,629 7,793

固定負債   

社債 600 300

長期借入金 ※2  1,625 ※2  1,247

退職給付引当金 473 427

役員退職慰労引当金 156 149

固定負債合計 2,854 2,123

負債合計 10,483 9,916

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,151 2,151

資本剰余金 1,383 1,383

利益剰余金 860 993

自己株式 △166 △238

株主資本合計 4,228 4,289

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △165 31

為替換算調整勘定 △20 8

評価・換算差額等合計 △185 38

少数株主持分 794 819

純資産合計 4,838 5,146

負債純資産合計 15,321 15,062



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 16,891 16,596

売上原価 14,481 13,867

売上総利益 2,410 2,730

販売費及び一般管理費   

運送費 637 612

給与手当 642 645

賞与引当金繰入額 24 26

退職給付費用 14 26

役員退職慰労引当金繰入額 19 24

減価償却費 6 5

研究開発費 159 179

その他 569 591

販売費及び一般管理費合計 2,070 2,108

営業利益 340 622

営業外収益   

受取利息 25 19

受取配当金 38 27

為替差益 23 －

その他 27 32

営業外収益合計 115 78

営業外費用   

支払利息 84 81

その他 155 122

営業外費用合計 240 203

経常利益 215 497

特別利益   

保険差益 20 －

特別利益合計 20 －

特別損失   

投資有価証券評価損 15 －

特別損失合計 15 －

税金等調整前当期純利益 219 497

法人税、住民税及び事業税 82 174

法人税等調整額 82 41

法人税等合計 164 215

少数株主利益 42 60

当期純利益 13 221



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,151 2,151

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,151 2,151

資本剰余金   

前期末残高 1,383 1,383

当期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 1,383 1,383

利益剰余金   

前期末残高 940 860

当期変動額   

剰余金の配当 △88 △81

従業員奨励及び福利基金 △4 △8

当期純利益 13 221

当期変動額合計 △79 132

当期末残高 860 993

自己株式   

前期末残高 △8 △166

当期変動額   

自己株式の取得 △158 △71

自己株式の処分 1 －

当期変動額合計 △158 △71

当期末残高 △166 △238

株主資本合計   

前期末残高 4,465 4,228

当期変動額   

剰余金の配当 △88 △81

従業員奨励及び福利基金 △4 △8

当期純利益 13 221

自己株式の取得 △158 △71

自己株式の処分 1 －

当期変動額合計 △237 61

当期末残高 4,228 4,289



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 280 △165

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △445 195

当期変動額合計 △445 195

当期末残高 △165 31

為替換算調整勘定   

前期末残高 250 △20

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △270 27

当期変動額合計 △270 27

当期末残高 △20 8

評価・換算差額等合計   

前期末残高 531 △185

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △715 223

当期変動額合計 △715 223

当期末残高 △185 38

少数株主持分   

前期末残高 928 794

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △134 24

当期変動額合計 △134 24

当期末残高 794 819

純資産合計   

前期末残高 5,924 4,838

当期変動額   

剰余金の配当 △88 △81

従業員奨励及び福利基金 △4 △8

当期純利益 13 221

自己株式の取得 △158 △71

自己株式の処分 1 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △849 247

当期変動額合計 △1,086 308

当期末残高 4,838 5,146



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 219 497

減価償却費 682 661

退職給付引当金の増減額（△は減少） △20 △46

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19 △6

受取利息及び受取配当金 △64 △46

支払利息 84 81

保険差益 △20 －

投資有価証券評価損益（△は益） 15 －

売上債権の増減額（△は増加） 197 288

たな卸資産の増減額（△は増加） 48 219

仕入債務の増減額（△は減少） △331 △502

その他の流動資産の増減額（△は増加） 8 △110

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1 △11

その他 15 49

小計 854 1,073

利息及び配当金の受取額 63 54

保険金の受取額 136 －

利息の支払額 △86 △83

災害損失の支払額 △100 －

法人税等の支払額 △82 △134

営業活動によるキャッシュ・フロー 785 910

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △336 △269

定期預金の払戻による収入 336 336

有形固定資産の取得による支出 △899 △465

有形固定資産の売却による収入 2 1

無形固定資産の取得による支出 △1 －

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の売却による収入 1 0

その他投資等の取得による支出 △23 △37

その他投資等の売却による収入 21 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △901 △426

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 533 523

長期借入れによる収入 1,000 500

長期借入金の返済による支出 △1,201 △1,196

社債の発行による収入 300 －

社債の償還による支出 △300 －

自己株式の取得・売却による収支（△は支出） △158 △71

配当金の支払額 △88 △81

少数株主への配当金の支払額 △37 △38

財務活動によるキャッシュ・フロー 49 △364

現金及び現金同等物に係る換算差額 △112 17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △180 137

現金及び現金同等物の期首残高 1,260 1,080

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,080 ※  1,217



 該当事項はありません。  

   

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は、すべて連結しております。 

連結子会社 ６社 

会社名 複合工業株式会社 

ライニングコンテナー株式会

社 

台湾古林股份有限公司 

上海古林国際印務有限公司 

古林紙工（上海）有限公司 

古林包装材料製造（上海）有

限公司 

子会社は、すべて連結しております。 

連結子会社 ６社 

会社名   同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(イ)持分法適用会社 ０社 

(ロ)関連会社金剛運送株式会社は当期純損

益（持分に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用から除外しており

ます。 

(イ)持分法適用会社 ０社 

(ロ)      同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社６社の決算日は12月31日であ

ります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

同左 

  

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

１）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

製品 

主として売価還元法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定） 

① たな卸資産 

製品 

同左 

  商品、材料、仕掛品、貯蔵品 

主として先入先出法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定） 

商品、材料、仕掛品、貯蔵品 

同左 



  

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  （会計方針の変更）  

  通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として売価還元法

または先入先出法による原価法によって

おりましたが、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）が適用されたことに伴い、主として

売価還元法または先入先出法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により

算定しております。 

  これによる当連結会計年度の損益への

影響は軽微であります。 

  なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

     ────── 

   

  ② 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。） 

② 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

主として移動平均法による原価法

時価のないもの 

同左 

２）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

(イ)有形固定資産（リース資産を除く） 

 有形固定資産は、主として定率法。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した

建物（附属設備を除く）については定額法

によっております。 

(イ)有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

建物及び構築物   ７年～50年 

機械装置及び運搬具 ５年～12年 

  

   （追加情報） 

 国内連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により、取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額の差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しておりま

す。 

 これにより、営業利益、経常利益および

税金等調整前当期純利益が21百万円それぞ

れ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。  

       ────── 



  

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (ロ)リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(ロ)リース資産 

同左 

３）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。なお、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額を翌

連結会計年度から費用処理することとし

ております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

    

  

 （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）（企業会

計基準第19号 平成20年７月31日）を適用

しております。 

 これによる営業利益、経常利益および税

金等調整前当期純利益、退職給付債務の差

額の未処理残高に与える影響はありませ

ん。  

  ④ 役員退職慰労引当金  

  当社および国内連結子会社は、役員の

退職慰労金の支出に備えるため、役員退

職慰労金規定に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 なお、当社執行役員の退職慰労金の支

給に備えるため、執行役員退職慰労金規

定に基づく期末要支給額を計上し、役員

退職慰労引当金に含めて表示しておりま

す。 

④ 役員退職慰労引当金  

同左 



  

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

４）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 在外連結子会社の資産、負債、収益およ

び費用は、決算日の直物為替相場により円

換算し、換算差額は、純資産の部における

為替換算調整勘定および少数株主持分に含

めて計上しております。 

同左 

５）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処理

を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  金利スワップ 

ヘッジ対象  借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行なっており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行って

おります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））および

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用

し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

これによる当連結会計年度の損益への影響はありませ

ん。 

          ────── 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い） 

 当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委

員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を適用し

ております。 

 これによる当連結会計年度の損益への影響はありませ

ん。 

          ────── 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法等に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度に

おいて「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び

貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度

の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ852百万円、456百万

円、403百万円であります。  

         ────── 

   

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「為替差益」は、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。  

 なお、前連結会計年度における「為替差益」の金額は５

百万円であります。 

         ────── 



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 自己株式の普通株式の株式数の増加1,456千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得1,449千株および単元

未満株式の買取７千株による増加で、自己株式の普通株式の株式数の減少４千株は、単元未満株式の売渡によ

る減少であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
百万円15,566

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
百万円16,086

※２ 担保に供している資産の額 ※２ 担保に供している資産の額 

投資有価証券 百万円478

有形固定資産 百万円2,500

計 百万円2,978

投資有価証券 百万円612

有形固定資産 百万円2,378

計 百万円2,990

対応する債務 対応する債務 

短期借入金 百万円650

長期借入金 

（１年内返済分を含む） 
百万円2,280

計 百万円2,930

短期借入金 百万円1,120

長期借入金 

（１年内返済分を含む） 
百万円1,663

計 百万円2,783

※３ 非連結子会社および関連会社に係るもの ※３ 非連結子会社および関連会社に係るもの 

投資有価証券（株式） 百万円9 投資有価証券（株式） 百万円9

 ４ 受取手形割引高 百万円270  ４ 受取手形割引高 百万円151

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  17,768  －  －  17,768

自己株式                        

   普通株式  (注)  41  1,456  4  1,493

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  44  2.5 平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月14日 

取締役会 
普通株式  44  2.5 平成20年９月30日 平成20年12月22日

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  41 利益剰余金   2.5 平成21年３月31日 平成21年６月29日



当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 自己株式の普通株式の株式数の増加536千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得535千株および単元未満

株式の買取１千株による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  17,768  －  －  17,768

自己株式                        

   普通株式  (注)  1,493  536  －  2,030

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  41  2.5 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月13日 

取締役会 
普通株式  41  2.5 平成21年９月30日 平成21年12月21日

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  39 利益剰余金   2.5 平成22年３月31日 平成22年６月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 （平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 百万円1,397

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
百万円△316

現金及び現金同等物 百万円1,080

 （平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 百万円1,472

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
百万円△255

現金及び現金同等物 百万円1,217



（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

該当事項はありません。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

同左 

② リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。 

② リース資産の減価償却の方法 

同左 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりであり

ます。 

同左 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    

機械装置 

及び運搬具

(百万円) 

 
その他 

(百万円) 
  

合計 

(百万円) 

取得価額相当額    137    116    254

減価償却累計額

相当額 
   102    79    180

期末残高相当額    36    38    73

   

機械装置 

及び運搬具

(百万円) 

  
その他 

(百万円) 
  

合計 

(百万円) 

取得価額相当額    85    102    187

減価償却累計額

相当額 
   74    81    154

期末残高相当額    12    21    32

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。 

（注）         同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 百万円41

１年超 百万円32

計 百万円73

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 百万円24

１年超 百万円8

計 百万円32

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。 

（注）         同左 

(3）支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 百万円49

減価償却費相当額 百万円49

(3）支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 百万円41

減価償却費相当額 百万円41

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日） 

 （注） 当連結会計年度においては、その他有価証券で時価のある株式について15百万円減損処理を行っております。

 なお、当社グループにおける株式の減損処理の方針は、時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄すべて

を減損処理の対象とするほか、時価の下落率が30％以上の銘柄についても、個別銘柄毎に時価水準を把握する

とともに、発行体の公表財務諸表ベースでの経営成績の検討等により、総合的に減損処理の要否を決定してお

ります。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

３ 時価評価されていない主な有価証券の主な内容および連結貸借対照表計上額（平成21年３月31日） 

その他有価証券 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

  種類 
取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式  144  255  111

(2）その他  －  －  －

小計  144  255  111

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式  1,255  982  △273

(2）その他  20  16  △3

小計  1,274  998  △276

合計  1,418  1,253  △165

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

 1  0  －

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式  103

合計  103



当連結会計年度 

１ その他有価証券（平成22年３月31日） 

 （注）１ 非上場株式（連結貸借対照表計上額 103百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

    ２ 当連結会計年度においては、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

 なお、当社グループにおける株式の減損処理の方針は、時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄すべ

てを減損処理の対象とするほか、時価の下落率が30％以上の銘柄についても、個別銘柄毎に時価水準を把握

するとともに、発行体の公表財務諸表ベースでの経営成績の検討等により、総合的に減損処理の要否を決定

しております。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

① 取引の内容 

 当社は円金利スワップ取引を利用しております。 

② 取引に対する取組方針および取引の利用目的 

 当社の基本方針は、投機を目的としたデリバティブ取引を行わない方針であり、金利スワップ取引につい

ては借入金の支払利息を固定化するため金利ヘッジを行うものです。なお、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省略しております。 

③ 取引に係わるリスクの内容 

 当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い銀行であるため、相手方の契約不履行による

リスクはほとんどないと認識しております。 

④ 取引に係わるリスク管理体制 

 当社は円金利スワップ取引を行っておりますが、当該取引に当たっては社内稟議規定に基づき管理してお

ります。 

２ 取引の時価等に関する事項 

 ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

取得原価
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式  297  165  132

(2）その他  11  9  1

小計  308  174  134

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式  1,155  1,234  △79

(2）その他  8  10  △3

小計  1,163  1,245  △82

合計  1,471  1,419  52

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

(1）株式 0 0 － 

合計 0 0 － 

（デリバティブ取引関係）



当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 該当事項はありません。 

  

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 金利関連 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(平成22年３月31日)

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価
(百万円) 

金利スワップの特例
処理 

金利スワップ取引         

変動受取・固定支払 長期借入金 150 60  (注）

（退職給付関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度お

よび確定給付企業年金制度（規約型）を設けており、退

職給付信託を設定しております。従業員の退職等に際し

て割増退職金を支払う場合があります。 

 国内連結子会社は、退職一時金制度および適格退職年

金制度または中小企業退職金共済掛金制度を設けており

ます。 

 また、当社は総合設立型の厚生年金基金制度に加入し

ております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

  

 要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業

主制度に関する事項は次のとおりであります。 

 要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業

主制度に関する事項は次のとおりであります。 

イ 制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31

日現在） 

年金資産の額 百万円36,453

年金財政計算上の給付債務の額 百万円45,597

差引額 百万円△9,143

イ 制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31

日現在） 

年金資産の額 百万円29,172

年金財政計算上の給付債務の額 百万円45,045

差引額 百万円△15,873

ロ 制度全体に占める当社の掛金拠出割合（自平成19年

４月１日 至平成20年３月31日） 

  ％5.8

ロ 制度全体に占める当社の掛金拠出割合（自平成20年

４月１日 至平成21年３月31日） 

  ％6.4

ハ 補足説明 

上記イの差引額の主な要因は、年金財政計算上の過

去勤務債務残高8,214百万円であります。本制度にお

ける過去勤務債務の償却方法は期間19年の元利均等償

却であり、当社は、当期の連結財務諸表上、特別掛金

46百万円を費用処理しております。 

なお、上記ロの割合は当社の実際の負担割合とは一

致しません。 

ハ 補足説明 

上記イの差引額の主な要因は、年金財政計算上の過

去勤務債務残高7,174百万円であります。本制度にお

ける過去勤務債務の償却方法は期間19年の元利均等償

却であり、当社は、当期の連結財務諸表上、特別掛金

46百万円を費用処理しております。 

なお、上記ロの割合は当社の実際の負担割合とは一

致しません。 



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

２ 退職給付債務に関する事項（平成21年３月31日） ２ 退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日） 

イ 退職給付債務 百万円△1,538

ロ 年金資産 百万円861

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） 百万円△677

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 百万円－

ホ 未認識数理計算上の差異 百万円266

へ 未認識過去勤務債務 百万円－

ト 連結貸借対照表計上額純額 

（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
百万円△411

チ 前払年金費用 百万円62

リ 退職給付引当金（ト－チ） 百万円△473

イ 退職給付債務 百万円△1,454

ロ 年金資産 百万円1,078

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） 百万円△376

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 百万円－

ホ 未認識数理計算上の差異 百万円106

へ 未認識過去勤務債務 百万円－

ト 連結貸借対照表計上額純額 

（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
百万円△270

チ 前払年金費用 百万円157

リ 退職給付引当金（ト－チ） 百万円△427

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

（注）         同左 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自 平成20年４月１日  至 平成21年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

イ 勤務費用 百万円78

ロ 利息費用 百万円38

ハ 期待運用収益 百万円△17

ニ 会計基準変更時差異の費用処理

額 
百万円－

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 百万円△29

へ 過去勤務債務の費用処理額 百万円－

ト 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
百万円70

イ 勤務費用 百万円78

ロ 利息費用 百万円38

ハ 期待運用収益 百万円△17

ニ 会計基準変更時差異の費用処理

額 
百万円－

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 百万円23

へ 過去勤務債務の費用処理額 百万円－

ト 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
百万円122

（注）１ 上記退職給付費用以外に、厚生年金基金に対す

る拠出額100百万円を退職給付費用として計上

しております。 

（注）１ 上記退職給付費用以外に、厚生年金基金に対す

る拠出額103百万円を退職給付費用として計上

しております。 

   ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「イ 勤務費用」に計上しております。 

   ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「イ 勤務費用」に計上しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 ％2.5

ハ 期待運用収益率 ～ ％1.5 1.7

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ５年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 ％2.5

ハ 期待運用収益率 ～ ％1.5 2.4

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ５年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

 翌連結会計年度から５年の定額法で処理することと

しております。 

同左 

（ストック・オプション等関係）



決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産     

連結会社間取引に係る未実現損益 百万円139

退職給付引当金 百万円168

退職給付債務（信託） 百万円237

会員権否認 百万円40

賞与引当金 百万円34

減損損失累計額 百万円35

役員退職慰労引当金  百万円64

その他有価証券評価差額金 百万円68

その他 百万円75

繰延税金資産小計 百万円860

評価性引当額 百万円△157

繰延税金資産合計  百万円703

      

繰延税金負債     

圧縮記帳積立金 百万円47

その他 百万円8

繰延税金負債合計 百万円55

繰延税金資産の純額 百万円647

繰延税金資産     

連結会社間取引に係る未実現損益 百万円139

退職給付引当金 百万円110

退職給付債務（信託） 百万円233

会員権否認 百万円40

賞与引当金 百万円50

減損損失累計額 百万円35

役員退職慰労引当金  百万円61

その他 百万円88

繰延税金資産小計 百万円756

評価性引当額 百万円△102

繰延税金資産合計  百万円654

      

繰延税金負債     

圧縮記帳積立金 百万円39

その他有価証券評価差額金 百万円21

その他 百万円8

繰延税金負債合計 百万円69

繰延税金資産の純額 百万円585

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主要な項目別内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主要な項目別内訳 

  

法定実効税率 ％41.0

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％3.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目 
％△4.5

国内より税率が低い海外子会社の利益 ％△20.4

連結上の受取配当金消去 ％25.4

住民税均等割 ％5.5

評価性引当額の増減 ％27.3

その他 ％△2.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％75.1

法定実効税率 ％41.0

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％1.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目 
％△1.8

国内より税率が低い海外子会社の利益 ％△14.4

連結上の受取配当金消去 ％16.6

住民税均等割 ％2.4

評価性引当額の増減 ％2.6

その他 ％△4.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％43.4

（賃貸等不動産関係）



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列のパッケージを専ら製造・

販売しているので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列のパッケージを専ら製造・

販売しているので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は228百万円であり、その主なものは、当

社の総務部等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は1,792百万円であり、その主なものは、当社での余資

運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）および管理部門に係る資産等であります。 

５ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当

連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）

を適用しております。 

  これによる当連結会計年度の営業利益に与える影響は軽微であります。 

６ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、国

内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。 

  これにより、当連結会計年度における営業費用は、「日本」が21百万円増加し、営業利益は、同額減少して

おります。   

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                              

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  14,898  1,992  16,891  －  16,891

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  693  693  △693  －

計  14,898  2,685  17,583  △693  16,891

営業費用  14,569  2,513  17,082  △531  16,551

営業利益  329  172  501  △161  340

Ⅱ 資産  12,241  2,931  15,172  149  15,321



当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は210百万円であり、その主なものは、当

社の総務部等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は2,031百万円であり、その主なものは、当社での余資

運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）および管理部門に係る資産等であります。 

  

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

  
日本 

（千円） 
アジア
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                              

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  14,336  2,260  16,596  －  16,596

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  790  790  △790  －

計  14,336  3,050  17,386  △790  16,596

営業費用  13,895  2,702  16,597  △622  15,975

営業利益  441  348  789  △167  622

Ⅱ 資産  11,577  3,131  14,708  354  15,062

ｃ．海外売上高

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,992  1,992

Ⅱ 連結売上高（百万円）        16,891

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上の割合（％）  11.8  11.8

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  2,260  2,260

Ⅱ 連結売上高（百万円）        16,596

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上の割合（％）   13.6  13.6



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）お

よび「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を

適用しております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

  連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

 （注）１ 当社代表取締役古林敬碩およびその近親者が100％を所有しております。 

２ 事務所の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて賃借料を決定しております。 

３ 古林株式会社との取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

４ 取引金額は消費税等抜きの金額であります。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

  連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

 （注）１ 当社代表取締役古林敬碩およびその近親者が100％を所有しております。 

２ 事務所の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて賃借料を決定しております。 

３ 古林株式会社との取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

４ 取引金額は消費税等抜きの金額であります。 

（関連当事者情報）

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社 

古林株式

会社 

(注)１ 

神奈川県

鎌倉市 
 10

不動産の 

貸付 

(被所有) 

直接  2 

事務所の賃借 

役員の兼任 

１名 

賃借料  16
差入保証

金 
60

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社 

古林株式

会社 

(注)１ 

神奈川県

横浜市 
 10

不動産の 

貸付 

(被所有) 

直接  2 

事務所の賃借 

役員の兼任 

１名 

賃借料  16
差入保証

金 
58



 （注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    ２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円248.47

１株当たり当期純利益金額 円0.51

１株当たり純資産額 円274.96

１株当たり当期純利益金額 円13.21

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては潜在株式がないため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては潜在株式がないため、記載しておりません。 

  
前連結会計年度末

（平成21年３月31日） 
当連結会計年度末

（平成22年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円）  4,838  5,146

純資産の部の合計額から控除する金額（百万

円） 
 794  819

（うち少数株主持分）（百万円） （794） （819） 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  4,044  4,327

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株） 
 16,275  15,738

  
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当期純利益（百万円）  13  221

普通株主に帰属しない金額（百万円）  4  8

（うち従業員奨励及び福利基金への振替額）

（百万円） 
（4） （8） 

普通株式に係る当期純利益（百万円）  9  214

普通株式の期中平均株式数（千株）  17,105  16,185



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 412 307

受取手形 303 235

売掛金 3,273 3,028

商品及び製品 785 684

仕掛品 166 178

原材料及び貯蔵品 31 31

前払費用 96 232

関係会社短期貸付金 654 469

未収入金 277 316

繰延税金資産 49 58

その他 3 19

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 6,047 5,555

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 695 671

構築物（純額） 49 43

機械及び装置（純額） 1,350 1,172

車両運搬具（純額） 7 8

工具、器具及び備品（純額） 110 80

土地 1,575 1,575

建設仮勘定 227 446

有形固定資産合計 4,013 3,994

無形固定資産   

施設利用権 1 1

無形固定資産合計 1 1

投資その他の資産   

投資有価証券 1,356 1,574

関係会社株式 507 507

関係会社出資金 1,349 1,349

長期前払費用 5 3

繰延税金資産 428 352

その他 281 305

貸倒引当金 △16 △17

投資その他の資産合計 3,909 4,072

固定資産合計 7,923 8,067

資産合計 13,970 13,623



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,113 889

買掛金 2,645 2,447

短期借入金 1,500 2,020

1年内返済予定の長期借入金 1,141 824

1年内償還予定の社債 － 300

未払金 360 329

未払費用 61 69

未払法人税等 20 32

預り金 11 11

賞与引当金 82 120

設備関係支払手形 42 31

その他 67 151

流動負債合計 7,042 7,222

固定負債   

社債 600 300

長期借入金 1,625 1,247

退職給付引当金 393 337

役員退職慰労引当金 141 132

固定負債合計 2,759 2,015

負債合計 9,801 9,237

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,151 2,151

資本剰余金   

資本準備金 1,381 1,381

その他資本剰余金   

自己株式処分差益 2 2

資本剰余金合計 1,383 1,383

利益剰余金   

利益準備金 245 245

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 68 56

別途積立金 460 460

繰越利益剰余金 194 298

利益剰余金合計 967 1,059

自己株式 △166 △238

株主資本合計 4,334 4,355

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △165 31

評価・換算差額等合計 △165 31

純資産合計 4,170 4,386

負債純資産合計 13,970 13,623



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高   

製品売上高 11,396 11,359

商品売上高 2,957 2,692

売上高合計 14,353 14,050

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 768 785

当期製品製造原価 10,329 9,981

当期商品仕入高 2,492 2,271

合計 13,589 13,036

商品及び製品期末たな卸高 785 684

売上原価合計 12,804 12,352

売上総利益 1,549 1,698

販売費及び一般管理費   

運送諸掛 441 432

役員報酬 94 90

給料及び手当 430 440

賞与引当金繰入額 22 25

退職給付費用 13 25

役員退職慰労引当金繰入額 16 21

法定福利費 79 82

旅費及び交通費 61 53

減価償却費 3 3

研究開発費 145 161

その他 240 245

販売費及び一般管理費合計 1,543 1,576

営業利益 6 123

営業外収益   

受取利息 12 8

受取配当金 174 228

関係会社賃貸料 28 28

雑収入 52 38

営業外収益合計 266 303

営業外費用   

支払利息 83 79

減価償却費 13 9

雑損失 108 73

営業外費用合計 204 161

経常利益 67 264



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別利益   

保険差益 20 －

特別利益合計 20 －

特別損失   

投資有価証券評価損 15 －

特別損失合計 15 －

税引前当期純利益 71 264

法人税、住民税及び事業税 11 44

法人税等調整額 83 47

法人税等合計 94 91

当期純利益又は当期純損失（△） △23 174



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,151 2,151

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,151 2,151

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,381 1,381

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,381 1,381

その他資本剰余金   

前期末残高 2 2

当期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 2 2

資本剰余金合計   

前期末残高 1,383 1,383

当期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 1,383 1,383

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 245 245

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 245 245

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金   

前期末残高 81 68

当期変動額   

圧縮記帳積立金の取崩 △13 △12

当期変動額合計 △13 △12

当期末残高 68 56

別途積立金   

前期末残高 460 460

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 460 460



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 292 194

当期変動額   

剰余金の配当 △88 △81

当期純利益又は当期純損失（△） △23 174

圧縮記帳積立金の取崩 13 12

当期変動額合計 △98 104

当期末残高 194 298

利益剰余金合計   

前期末残高 1,077 967

当期変動額   

剰余金の配当 △88 △81

当期純利益又は当期純損失（△） △23 174

圧縮記帳積立金の取崩 － －

当期変動額合計 △111 92

当期末残高 967 1,059

自己株式   

前期末残高 △8 △166

当期変動額   

自己株式の取得 △158 △71

自己株式の処分 1 －

当期変動額合計 △158 △71

当期末残高 △166 △238

株主資本合計   

前期末残高 4,603 4,334

当期変動額   

剰余金の配当 △88 △81

当期純利益又は当期純損失（△） △23 174

自己株式の取得 △158 △71

自己株式の処分 1 －

当期変動額合計 △268 21

当期末残高 4,334 4,355



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 280 △165

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △445 195

当期変動額合計 △445 195

当期末残高 △165 31

評価・換算差額等合計   

前期末残高 280 △165

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △445 195

当期変動額合計 △445 195

当期末残高 △165 31

純資産合計   

前期末残高 4,883 4,170

当期変動額   

剰余金の配当 △88 △81

当期純利益又は当期純損失（△） △23 174

自己株式の取得 △158 △71

自己株式の処分 1 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △445 195

当期変動額合計 △714 216

当期末残高 4,170 4,386



 該当事項はありません。  

   

継続企業の前提に関する注記
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